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　なぜ、私たち一人ひとりの行動が必要でしょ
うか？ ｢脱炭素｣ と ｢私たちの暮らし｣ は関係
ないと思っている方もいらっしゃるかもしれま
せん。実は、我が国のCO２排出量は約６割が、
衣食住を中心とする ｢ライフスタイル｣ に起因
しています。（一人当たり年間7.6t－CO２排出　
(2017年)）
　衣・食・住・移動など、私たちが普段の生活
の中で消費する製品・サービスのライフサイク
ル（製造、流通、使用、廃棄等の各段階）にお
いて生ずる温室効果ガスが、我が国のCO２排
出量の約６割を占めているのです。
  私たちが、生活の中でちょっとした工夫をし
ながら、無駄をなくし、今もっているものを長
く大切に使うこと、環境負荷の低い製品・サー
ビスを選択することで、こうしたライフスタイ
ルに起因するCO２削減に大きく貢献すること
ができます。
　あなたも、環境省で提唱している「ゼロカーボンアクション30」を始め、できるところから、カー
ボンニュートラルなライフスタイルに取り組んでみませんか。 そうしたライフスタイルは、地球環境
を守るだけでなく、経済的、快適で、質が高く、心豊かな暮らしにもつながるかもしれません。

消費ベース（カーボンフットプリント）から見た
日本の温室効果ガス排出量
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私たちひとりひとりができること カーボンニュートラルな
社会の実現に向けて
　2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目
指すことを宣言しました。
　｢排出を全体としてゼロ｣ というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの ｢排出量｣ から、植林、森林
管理などによる ｢吸収量｣ を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味しています。
　広野町では、東日本大震災並びに原子力災害から10年となる2022年３月に、ゼロカーボン宣言を行い、地域の
新しいエネルギーとして再生可能エネルギーを位置づけ、地域経済の振興と持続可能な社会システムを構築に向け、
取り組んでまいります。
　また火力発電所を有する町として、長年、発電事業とともに町が発展してきましたが、二酸化炭素排出の実質ゼ
ロを目指し、エネルギー立地地域の新たな展望に向け、さらに震災からの復興に際し、地域の連携の中で浜通りの
未来を展望してまいります。

広野火力発電所と共生した広野町域における2050年度カーボンニュートラルの
実現および再生可能エネルギー導入率300％（電力比）を目指す。

2030年までに再生可能エネルギー導入率（電力比）100％を目指す。

Final GOAL

Midterm GOAL

カーボンニュートラルの実現に向けて、2030年度までの短期的取組と、
2050年度を見据えた中長期的な取組を位置づけ、推進を図ります。
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